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④ 施策展開

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

② 対象と目的 議員が地方分権時代における自己責任による地域運営に対応するとともに、二元代表制の中での議員としての役
割を認識し、政策に対する適正な判断や提言が行われ、市議会が円滑に運営されること。
住民の代表者である議員の活動状況を積極的に市民に情報提供することにより、議会に対する関心と理解を高
め、住民の自治意識を高める。

（誰のために、何の
ために）

③ 現況と課題
市民アンケートにおいて、議会に関する意見は前年は４３件あったが、今年は１３件となり、意見が大幅に減っ
た。次期選挙から定数６人削減を決定したことによる影響とも考えられるが、まだまだ議会の活動が理解された
とは言えない。しかし、今後は議会報告会を開催したり、情報の公開をさらに進め、市議会や議員の活動、議会
の意思決定過程を理解してもらうとともに、議会への住民参加度を高めていく必要がある。

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

議会から住民に発信する情報や内容の充実を進める。

＜備前市総合計画の内容から記載する＞

① 政策の体系
基本目標（大項目） 健全で自立したまちづくり

基本施策（中項目） 簡素で効率的な行財政運営

備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

調査年度 H21 H22 H23 H24

重要度（%）

役職 局長

二次評価者コメント
議会は、市民との相互理解と信頼関係があってこそ初めて役割が発揮できる。その
ためには今まで以上に情報提供をしていくことが重要であり、現在検討をしている
議会報告会の実施等、更なる「開かれた議会」に向けた事業展開が必要である。氏名 山口和夫

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等 ２４年度市民意識調査で、議会に関する自由意見が１３件寄せられました。前年の４３件と比べると大幅に

件数が減りました。議員定数に関する意見が１０件で、そのほかに議員の活動、議員報酬に関する意見など
が寄せられました。 また、「市議会議員の活動内容を知っている」と答えた市民の割合は23.5%で、前年の
29.3％に比べ低くなりました。

調査対象でない施策
は、市民の反応等

4 やや高い

基本施策への
貢献度

翌年度(H25年度)の
取組目標

進行年度(H24年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

開かれた市議会に向け、正副議長選挙において立候補制を採用し、所信表明会を実施するとともに、
その様子をインターネットで生中継した。また、住民の議会に対する理解と関心を高め、広く住民の
意見を聴取する場としての議会報告会の具体的実施方法について検討を進める。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

3 限られた予算の中で配分を考えながら事業を実施している。開かれた市議会に向けて、少しず
つ成果が出ており、取り組みを継続していく必要がある。

住民の議会に対する理解と関心を高め、広く住民の意見を聴取するために議員自らが定例会での審議
状況を説明する「議会報告会」の実施を目指す。また、議案の内容や議会における審議経過などを分
りやすく伝え、市民の意見を聞くことにつながるように議会だよりの内容を充実していく。

満足度（%）

議員への情報提供を充実させ、議員間での有効な討議や提言につなげる。

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長期
の達成見込みは？

議会の傍聴やインターネット中継をもっと広げていく。

市議会だよりで議会の意思決定過程における賛否情報を詳しく公開する。

議会としての報告会の具体的実施内容を検討する。
2

＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 4 議会に求められる役割の達成と、開かれた議会を目指して行く上で妥当な手段である。

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現して
いるか？

3
市民に議会活動の状況を正しく理解してもらい、議会への興味を持ってもらうことが必要であ
ることから成果指標を設定したが、単に数値だけで判断するのでなく内容を充実することも必
要。

⑧ 施策の評価

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果
⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

－ －ベンチマーク - - -

達成率 － －131.5 140.0

実績 H28 6,000

6,000

2,836 5,258

参
考
指
標
③

インターネットで公開してい
る会議録へのアクセス数

目標
インターネットで公開している本会議・
委員会の会議録へのアクセス数の合計

H24

56.7

ベンチマーク － －

達成率 － －41.2 57.6

実績 H28 15,000

12,00020,000

8,246

参
考
指
標
②

本会議・委員会傍聴者数及び
議会中継視聴者数

目標 本会議・委員会の傍聴者数とインター
ネットによる生中継と録画中継のアクセ
ス数の合計

H24

参
考
指
標
① ベンチマーク － －- -

達成率 － －

50.0

76.6

実績 H28

50.0政務調査費として交付のあった補助金の
内、政策提言や資質向上のための研究・
研修や調査に使用された額の割合

H2450.0

政務調査費に占める研究・研
修、調査の割合

目標

本会議、委員会情報等議会情
報の発信量向上

65.0

52.2 55.3

ベンチマーク 県内の同規模６市における上記割合の平均値 － －

達成率

市議会だよりの記事で一般質問記事以外
の議会情報提供記事の割合で測る

H24

－ －

実績

目標 65.0時間 成
果
指
標

このシート作成に要した時間 3.5

H22 H23

65.0

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値

H28 65.0

H21

高山　豊彰
施策に対する成果指標名

単
位電話 0869-64-1803

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
施　策　名
（小項目） その他事務管理（議会）

コード 作
成
者

役職 次長

06-01-09
氏名

この施策の
平成23年度の

施政方針
記載なし

この施策の
アピール
ポイント

開かれた市議会を目指した取り組みを続けており、市議会だよりやインターネットを通じての議
会情報の提供については県下でもトップレベルになっています。

80.3 85.1

37.6% -

5,000 4,000

50.0

39.4 35.3

78.8 70.6

4,000

5,601

15,000

8,642

65.0

53.6

50.0

38.3

-

82.5

-

- - -

97.6

10,000

9,762

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低 -50

-30

-10

10

30

50

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

重要度

満
足
度
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この施策に費やした資源（単位：千円，人）
平成21年度 平成22年度

4.34 196,954

平成24年度

29,968

平成23年度

1

2

3

4

226,288 36,4383.74 157,797 37,747 4.56178,774

0.17 421396 1,724 0.19

0.12 6,6004,633 856

0.07 2,716846 580

- --

0

-

0

259

00 0

5680.79

0.24

773 7,256内部管理その他庶務事務

市議会広報事業

0.060.04 297 757 0.09 458227

0

0

302 5,880

0.01請願・陳情等取扱事務

職員研修事務

法 定

内部管理

0 76

0.06 0

0.01 0 78

61 0.01 00 0.00

0.00

法制事務 内部管理 0 596

00 0 0.00 0 78 0.01 0.00 0

762 61

0

0.01 653

89 0 0.00公用車運行管理事務

各種協議会負担金事務

議員履歴管理事務

内部管理

法 定

内部管理

362

509 0.07 425,035会議施設運営管理事務

388 0.05 379422

内部管理

164

0.03 175,230204,568 182

内部管理

14555 546 0.09

634246 1,027 0.14

00 79 0.01

正副議長秘書事務

市議会庶務事業

320 295 0.04

会議録作成運用事業 2,1422,322 4,697 0.55

656636 0 0.00

3,2662,834 2,541 0.29

0.03 00 269

市議会運営事業
00 235 0.03

7,529 0.87

直　接
事業費

人件費

111

4828 4,312 0.50

当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

人工数
直　接
事業費

人件費 人工数人件費 人工数

施策への
貢献度

事業
分類

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

直　接
事業費

事　業　費　等　（単位：千円，人）

施策を構成する
事　務　事　業

細　　事　　業

施策構成事務事業の評価

本会議運営事務

委員会運営事務

その他会議運営事務

東備消防組合議会会議運営事務

会議録作成事務

会議録検索システム関連事務

委員会録作成事務

その他会議録事務

東備消防組合議会会議録事務

議長交際費事務

議員報酬・共済事務

議員出張管理事務

法 定

法 定

内部管理

法 定

法 定

内部管理

法 定

内部管理

法 定

内部管理

内部管理

法 定

0.39

40

0

2,432

0.54

0.04

3,669 0.45

8 4,989 0.63 8 6,214 0.77

44 4,283

1,039 0.13

0 478 0.06 0 262 0.03

0 327

2,565 0.33

625 0 0.00 621 0 0.00

2,526 2,981

1,577 2,019 0.26 2,151

78 0.01

62 0 0.00 4

3,109 0.40

78 0.01

1,293 0.17

0 152

391 1,034 0.18 440

0.02 0

0.01

161,029 758 0.10 140,928 1,243 0.16

108 0 0.00

0.00 283 151

78128

0.01 185

0.02

0 0 0.00 788 495 0.06

0

0 0.00

733 0 0.00 729 0 0.00

82 54

0.67 465 11,077 1.23

223 303

市議会調査事業

市議会だより発行事務

ホームページ更新事務

問い合わせ対応事務

広告事務

委員会視察事務

議員政務調査支援事務

資料収集事務

単 市

内部管理

2,826

0

2,063

354

単 市

内部管理

内部管理

単 市

1,845

単 市

0 184

388

0.23

0 986 0.13 0 777 0.10

2,319 0.25 2,565

0.02

- - - - - -

0 0.00

0.05

5,657 625 0.07 3,747 834 0.10

502 0.06 1,613

1,606 0.22 373 1,455

☆☆☆☆☆

☆☆☆☆☆

☆☆☆

☆☆

☆☆☆☆☆

☆☆☆☆

☆☆☆☆☆

☆

☆☆

☆☆☆☆

☆

☆☆

☆

☆☆☆

☆

☆☆☆

☆

☆☆☆☆

☆☆☆

☆☆☆☆

☆☆

☆☆☆☆☆

☆☆☆☆

☆☆

* H21終了

☆☆☆☆

☆☆☆

☆☆☆

2,7902,415

840

182

1,811

0.12

0.03

0


